










（ 続紙 １ ）                             



































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
営業の間接的侵害、すなわち、ある者の身体・所有物が不法行為によって侵害さ
れた結果、他の者が営業上の損害を被る場合に、加害者は、営業侵害に対しても責
任を負うのか否か。また、その責任判断は、理論上、どのように正当化されるの
か。従来の学説は、ここでの責任を原則として否定してきたが、その理論的基礎づ
けには課題が残されていた。本論文は、ドイツ法の分析を手がかりにこの問題に取
り組むものであり、直接的加害の対象と営業とを結合する依存関係に着目して責任
の原則否定を導き出す。 
 本論文の学術的意義は、次の２点にある。第１に、本論文は、営業の間接的侵害
の諸事例に関するドイツの判例・学説の展開を包括的に取り上げており、営業侵害
の成否だけでなく、所有権侵害の成否という観点からも詳細に法状況を検討する。
こうした包括的分析を通じて、上記の問題にとっては、間接的侵害の側面が、営業
侵害の側面以上に重要な意味をもちうることが浮き彫りにされた。また、所有権侵
害の成否につき、物の利用の間接的侵害と物の実体の間接的侵害とを区別する議論
の検討も、有用な比較法的知見を与える。 
 第２に、本論文は、営業の間接的侵害が、物理的にはある者の身体・所有物に向
けられた侵害が依存関係を介して別人の営業侵害に波及するという特殊の構造をも
つこと、また、依存関係の意味での結合関係が因果関係とは異質であることを析出
した点にも、独自の意義がある。さらに、本論文は、この特殊の構造が間接的侵害
による責任のあり方にも反映して、責任の原則否定が導かれることを明らかにし
た。特殊の加害構造に相応した責任規律を組み立てるという検討指針は、営業の間
接的侵害をめぐってはこれまで十分に展開されてこなかった。また、直接的加害の
対象に対し依存関係にある営業につき、法的関係としてみた依存関係の不安定性の
ゆえに間接的侵害に対する不法行為法上の保護を否定すべきであるとする主張も、
加害者側の視点に重点を置きがちな従来の議論に再考を促しうる。 
 営業の間接的侵害の問題は、今後、ネットワークを介した被害の拡大場面との関
連でも実際的重要性が高まるであろう。本論文は、その主張の中核に置かれた依存
関係それ自体の分析を深め、責任を肯定すべき例外場面の基礎づけを精緻化するな
ど、さらに考察を補充する必要を残しているが、この問題をめぐる今後の議論の進
展に大いに寄与することが期待される。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
 また、平成３１年２月１日に調査委員３名が論文内容とそれに関連した試問を行
った結果合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第１４条第２項に該当するものと判断し、公
表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
  
 
